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要約：

本稿は「インドネシアの都市化の影響：企業の生産性と労働移動の分析」研究会の中

間報告である。この章では都市化におけるインフラ整備の重要性に鑑み、地方自治

体レベルでのインフラ整備に地方分権制度の導入が及ぼした影響についての暫定的

な分析結果を紹介する。アジア通貨危機発生後の 1998年、インドネシアでは 31年

続いた中央集権的な開発独裁政権が崩壊して民主化が進んだ。その民主化の一環と

して地方分権制度の導入も急遽決定され、2001 年に県市（kabupaten/kota）地方自

治体に大きな権限が委譲されたが、本章では、同制度が導入される前の地域ごとの民

族多様性の違いに注目し、この初期条件の違いが、地方分権制度の導入後に地域ごと

のインフラ整備状況に及ぼした影響を探っている。この中間報告では、地方自治体

レベルで、行政村（desa/kelurahan）の間をつなぐ主要道路がアスファルト舗装され

ている割合を計算し、1993年から 2011年にかけてのその割合の変化をみているが、

地方分権制度の実施後、もともと民族多様性が高かった地域ほど、アスファルト舗装

率が相対的に低くなっていた可能性が高いことを紹介する。
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はじめに

第 1章において触れたように、インドネシア統計庁（BPS）の定義によるとインドネシ

アの都市人口割合は 2010年にほぼ 5割に達していたとみられる。インドネシア統計庁と

同じ定義のもとで行政村センサス（Podes）を用いて 2002 年から 2011 年にかけての都

市化を分析した橋口・東方 (2016) によれば、同期間に都市人口割合が 38.2 ％から 50.8

％と 12.6 ％ポイント増えているが、そのうち 11.7 ％ポイント分は、2002 年には農村に

区分されていた行政村が新たに都市と認定されたことによるものであること、また、残り

0.9％ポイント分が従来から都市に区分されていた行政村の人口増だとしている(1)。一方

で、同期間の都市化指数は平均して 1.31ポイント増加しているが、その大部分が指数を

構成する 3カテゴリーのうち、農業従事世帯割合の減少（による平均 0.69ポイントの増

加）と公共施設などへのアクセスの改善（平均 0.55ポイント増）で説明されうる、と指

摘している（残りの 0.07ポイントが人口密度増）。

このように、政府の定義を用いた場合には、インドネシアにおける都市化は、就業者の

従事する産業構造の変化とインフラなどの公共財の供給増により、行政村のステータスが

農村から都市へと変化したことにより進んできたとまとめられる。

一方で、インドネシアにおいては 1998年のスハルト政権崩壊後に民主化が急速に進ん

でいる。1999年には 1955年以来となる自由な選挙が実施されたが、ほぼ同じタイミング

で民主化の一環として地方分権制度の導入も決定された。これにより、2001年以降は地

方自治体に財政権限が委譲され、各自治体の裁量のもとで公共財の供給が決定されること

になった。つまり、政府の定義に従った場合には、2000年代の都市化は公共財の供給増

でほぼ半分程度を説明できると先行研究をもとに指摘したが、そこには地方分権下での地

方自治体の果たした役割が大きかったと考えられる。そこで次に重要になるのは、地方自

治体の供給する公共財がどのように決定されていたかであろう。Beach and Jones (2017)

はカリフォルニアを事例に議会のメンバーの民族多様性が歳出の合意を難しくしているこ

とを指摘しているが、多民族国家のインドネシアにおいても同様な問題が発生している可

能性が考えられる。

以上のような背景を踏まえて、本稿では、公共財の供給にあたって、民族多様性の違い

が地方自治体のパフォーマンスにどのような影響を及ぼしていたか、分析を試みることに

する(2)。ところで、民族多様性の影響については、国や地域の公共財の供給に負の影響を

(1) 2002年から 2011年にかけてパネル化に成功した行政村のみをサンプルに用いている。サンプルは 2002
年時点の全行政村のうち 97.7％をカバーしている。

(2) インドネシアの民族多様性に注目した研究としては、民族多様性と社会関係資本との関係を分析した
Okten and Osili (2004)やMavridis (2015)がある。インドネシアの地方分権制度については、Synthetic
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与えるとの指摘がある一方で、（特に都市のように小さなエリアでは）逆に経済成長に寄

与しているとの相反する先行研究もあるように、今後も研究のさらなる蓄積が必要な分野

であると言えよう(3)。特に、その性質上、因果関係を明らかにすることが困難であること

が分析結果の混乱をまねている側面が少なからずあると考えられる。そこで本稿では、予

期されていない状況下で地方分権制度が急遽導入された点に注目して、インドネシアにお

ける地方分権化を外生的なイベントとみなして、地方分権導入前から存在する民族多様性

の違いが地方自治体ごとの公共財の供給水準に与えたであろう影響を探り、その暫定的な

分析結果を紹介することにしたい。

本章の構成は次の通りである。まず、第 1節ではインドネシアの地方分権制度が導入さ

れるに至った経緯ならびに制度の内容について簡潔に確認する。次に、第 2節において本

稿で用いたデータや暫定的な分析結果を紹介し、最後に今後の課題などをまとめる。

第 1節 インドネシアの地方分権化

ここではインドネシアの地方分権制度が導入されるまでの推移ならびに制度の内容につ

いて簡潔にまとめることにしたい。

1997年に発生したアジア通貨危機をきっかけとして、1967年から 31年間インドネシ

アを統治してきたスハルト大統領は 1998年 5月に辞任し、翌 1999年 6月、副大統領か

ら昇格したハビビ大統領のもとで 44年ぶりに自由な選挙が実施されたが、この民主化の

一環として地方分権制度の導入も決定された。

ハビビ大統領は就任から半年後の 1998 年 11 月、地方分権導入を国策と位置付け、

1999年 2月には大統領が法案を提出し、5月には国会審議を終えている。こうして地方

行政法（1999 年法律第 22 号）および中央・地方財政均衡法（1999 年法律第 25 号）が

成立し、2001年 1月から地方分権制度が導入されることになった。これにより、県・市

control methodによって、一国レベルではその影響はほとんどみられなかった、と結論付けた Pepinsky
and Wihardja (2011)や、地方分権化後、地方分立により県の数が増えた州では違法森林伐採が増えたこ
とを定量的に示した Burgess et al. (2012)、住民の主観的評価結果を用いて導入前後を比較し、地方分権
の正の影響を報告した Kaiser (2006)、そして、地方分権制度が導入された後の地方分立や地方首長選挙
と、暴力の種類・発生との関係を分析した Pierskalla and Sacks (2017) などがある。

(3) 先行研究については、Montalvo and Reynal-Querol (2017)や Alesina and Ferrara (2005)を参照。本
稿との関連では、例えば Alesina, Baqir and Easterly (1999)は米国のデータを用いて、民族が多様な地
域では教育や道路、下水施設などといった公共財への支出割合が少なくなっているとの分析結果を紹介し
ている。ただし、Lee, Lee and Borcherding (2016)は、同様に米国の地方自治体データを用いた分析か
ら、民族多様性は必ずしも歳出面での減少を招いておらず、多様性の変化に応じて、例えば道路ではなく
警察や防火などに割り振るといったように、歳出内容を調整しているとの指摘がある。なお、因果関係を
明らかにした点で注目される研究としては Algan, Hemet and Laitin (2016)がある。フランスの公共住
宅政策を実験的状況とみなして、民族的に多様な地域ほど社会的に問題が発生しやすいとの分析結果を紹
介している。
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（kabupaten/kota）地方自治体には、外交、国防、治安、司法、金融、国家財政、宗教お

よび政令で定めるその他の分野以外の権限はすべて委譲されることになった（岡本 2012、

川村 2000）。このように急速に制定作業が進み地方分権が導入されるに至った背景には、

1999年 6月の選挙で大統領として再任(4)される可能性を広げるという政治的思惑が指摘

されている（Fitrani, Hofman and Kaiser 2005）。

ところで、地方分権制度導入前は、州や県・市にある中央省庁の出先機関が中央政府の

予算をもとに事業を実施しており、自治体主導の開発事業の計画・実施は困難であった。

公務員数でみても 1998年時点で 9割近くを国家公務員が占めており、また、地方首長も

内務省の監督下で地方議会において選出され、最終任命権も大統領にあった（岡本 2012）。

これに対して、1999年の地方行政法のもとでは、それまで中央政府ならびに州政府の

下に位置付けられていた県・市政府は州政府と同格に位置付けられることになり、また、

地方首長は地方議会によって任命され、県知事・市長はそれぞれ地方議会に対して責任を

負うことになった。ただし、その後、2004年地方行政法（2004年法律第 32号）におい

て、地方首長は住民による直接選挙で選出されるよういに変更されている。また、中央・

地方財政均衡法では、地方政府の財源が定められたが、土地関連の税収は州ないしは県市

政府の財源となり、また、原油収入の 15％、天然ガスの 30％、原油・ガスを除く天然資

源からの収入の 8割も地方政府の財源となった（松井 2003）。

以上からは、地方分権制度がアジア通貨危機直後の民主化の流れのなかでトップダウン

で急遽導入されたこと、また、県市地方自治体の役割が大きく変化したことが確認できる。

第 2節 分析

1 仮説

中央集権体制のもとでは、インドネシアの地方自治体には権限がなかったがゆえに、民

族多様性の違いが地域間でのインフラ整備状況にも大きな影響を及ぼさなかったと考えら

れる。対して、前節でみたように、民主化の導入と同時に地方分権制度が急遽導入された

後に、先行研究が指摘するように民族多様性が公共財の供給に負の影響を与えるのであれ

ば（Alesina, Baqir and Easterly 1999）、インドネシアにおいても地方分権制度導入前に

民族多様性が高かった地域ほど、自治体運営の権限が委譲された後ではインフラ整備に遅

れがみられるようになると予想される。

(4) 2004年以降、インドネシアでは大統領が直接選挙により選出されることになったが、1999年時は 6月の
総選挙で選ばれた国会（DPR）議員らにより構成された国民協議会（MPR）の場での選挙を通じて、大
統領が決定された。
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2 データ

検証にあたっては、まず、2000年人口センサスをもとに地域別の民族多様性指標を作成

した(5)。民族多様性指標としては、先行研究に従い断片化指数（Fractionalization Index）

を用いている。

断片化指数 = 1 − ΣN
i=1 (Si)

2

ここで、Si はある地域における民族 iのシェアをあらわしている。断片化指数は、ある地

域内でランダムに選んだ二人が同じ民族集団に属さない確率を示している。また、この指

数は 0から 1の間の値をとり、民族多様性が高くなるにつれて指数の値は 1に近づくこと

になる。なお、先行研究ではこの断片化指数と並んでしばしば分極化指数（Polarization

Index）も使われていることを考慮して、頑健性を確認すべく分極化指数を用いた分析も

後ほど行うことにする。

次に、インフラ整備状況の情報については、行政村センサス（Podes）から入手した。

Podesは 1993年以降、3年ごとにデータが収集されており、基本的にはインドネシアの

全行政村をカバーしている(6)。

Podesからは、行政村ごとに道路整備状況についての情報が得られるため、今回は地域

別のインフラ整備状態を反映する変数として、行政村間をつなぐ主要道路にアスファルト

舗装がされていた場合に１、そうでない場合に０をとる変数を作り、地方自治体ごとに全

行政村に占める道路がアスファルト舗装されている行政村の割合を計算した。

ところで、インドネシアは 1993年当時の県市レベルでみると、290の地方自治体から

構成されていたが(7)、民主化後に地方の分立が進み、2011年時点で県市の数は 497にま

で膨らんでいる。本稿では、その 497地域の行政区分にあわせて、情報を 1993年にまで

さかのぼってデータを集計し、パネルデータを構築している。ただし、2000年の人口セ

ンサスでは、調査時に Pidie県（のち、その一部地域が Pidie Jaya県として分立）につい

(5) 2000年人口センサスの手引書をみると、2000年人口センサスでは、民族コードは 1072まで（外国籍を
加えると 1086まで）用意されている。ただし、部分的に重複がみられるなど、利用にあたっては注意が
必要である。

(6) 本稿で利用した Podes を統計庁の付した名称に従って時系列に並べると、Podes 1993、Podes 1996、
Podes 2000、Podes 2003、Podes 2006、Podes 2008、Podes 2011となる。この名称をもとに、Podes
2000から Podes 2006にかけてのシリーズはしばしば 2000年、2003年、2006年の情報を収集したもの
として処理、分析に用いられている研究が多いが、それらの数字は公開された年をあらわしているに過ぎ
ない。実際にはそれぞれ 1999年、2002年、2005年に情報が収集されたものである点に注意が必要であ
る。詳細はインドネシア統計庁のHP（http://microdata.bps.go.id /microdata /index.php /catalog
/PODES）から得られる Podes各年版についての説明を参照のこと。

(7) 1999年の住民投票を経て独立することになる東ティモール州の県市は含んでいない。
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ては紛争状態にあったことから情報が収集されていない。そのため、分析のベースは 495

地域となっている。

最後に、地域ごとの特徴をコントロールするために、Podesの調査年と同年に実施され

た Susenas を用いて地域別に平均教育年数や平均年齢を計算した。497 地域の行政区分

にあわせるにあたっては、行政村コードをもとにマッチングしている。

3 推計方法

本稿ではインドネシアでの地方分権の導入を外生的なイベントとみなして、「差の差」

（Difference in Difference：DID）に基づく推計を行う。まずは、直観的に理解しやすい

ように単純な分析枠組みのなかで、民族多様性がインフラ整備に与えた影響を確認してみ

よう。インドネシアの 495地域について、断片化指数をもとに民族多様性指標を計算する

と、平均値は 0.399、標準偏差は 0.289となる（表 1）。ここで閾値を 0.5として 495地域

を民族多様性の高いグループ（205地域）と低いグループ（292地域）とに分け(8)、それ

ぞれのグループのアスファルト舗装率の平均値の推移をみたものが図 1である。図では、

それぞれのグループについて、地方分権が実施される直前の 1999年時のアスファルト舗

装率の平均値を 100に基準化している(9)。

図からは、地方分権導入前ならびに地方分権導入直後の 2002 年までは両者の間に目

立った違いがみられないものの、2005 年から 2008 年にかけては、民族多様性の低いグ

ループでのみアスファルト舗装率に大きな上昇が確認できる。この民族多様性の高いグ

ループと低いグループとの間で生じたアスファルト舗装率の差が、統計的に意味のあるも

のかどうかを確認するためには、基本的には以下の式を推計することになる。

Yj,t = α + βDH + γD + δH + ϵj,t (1)

ここで Y はアスファルト舗装率、D は 2001年以降に１となる地方分権ダミー、H は民

族多様性指標の値が 0.5より大きい場合に１をとる民族多様性ダミーであり、分析では、

係数 βの値が統計的に有意な負の値となるかどうかという点に注目することになる。

ただし、図 1でみた二つのグループは、恣意的に決められた閾値をもとに選り分けられ

ていたことから分かるように、式 (1)の推計結果も少なからずその分類方法に左右される

であろうことが容易に想像つくだろう。そこで本稿の分析では民族多様性指標の値をその

(8) 民族多様性の高いグループに含まれている地域では、そこから住民二人をランダムに選んでその出自を確
認した場合には、民族が一致する確率が 2分の 1より低く、逆に、民族多様性の低いグループでは、その
確率は 2分の 1よりも高くなっていることを意味する。

(9) 1999 年のアスファルト舗装率は、民族多様性の高いグループの平均値は 54.3 ％、民族多様性の低いグ
ループでは 60.4％であった。
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まま用いた次のモデルで推計している。

Yj,t = α + β1DEthnicityj + β2D + β3Ethnicityj + X′
j,tγ + ϵj,t (2)

ここで、Yはアスファルト舗装率、Dは 2001年以降に１となる地方分権ダミー、Ethnicity

は民族多様性指標の値、Xはその他の地域間の違いをコントロールするために加えられた

変数である。

最後に、推計は最小二乗法（OLS）および一般化線形モデル（GLM）で行っている。ま

た、被説明変数が二値変数を集計したものであることから、GLMではリンク関数にプロ

ビットを用いている。

4 分析結果

式 (2)をモデルに分析した結果をまとめたものが表 2 の通りである。参考までに式 (1)

に基づく単純なモデルの分析結果も併記している。なお、表中には報告していないが、推

計には年ダミーを加えており、また、地域ダミーを加えた推計の際には、民族多様性指標

との間で完全多重共線性が発生するため、民族多様性指標は推計から落ちている。

では分析結果をみていこう。列 (1) から列 (3) は式 (1) をもとに推計した結果である。

民族多様性ダミーと地方分権ダミーとの交差項の係数は統計的に有意な負の値となってい

る。地域ダミーや平均教育年数、平均年齢といった変数を加えても係数の値はほぼ同じで

あることから、民族多様性が高い地域では、平均して 4％ポイント分、アスファルト舗装

率が低くなっていることを確認できる。

次に、列 (4)から列 (11)までは式 (2)をもとに推計した結果を紹介している。列 (9)と

列 (11)はそれぞれ列 (8)と列 (10)に記載された GLMの推計結果をもとに平均値まわり

での限界効果を算出したものである。民族多様性指標と地方分権ダミーとの交差項の係数

をみていくと、すべての係数が統計的に有意な負の値となっていることが確認できる(10)。

以上からは、断片化指数ではかった場合には民族多様性が高かった地域ほど、地方分権

の実施後は相対的にアスファルト舗装された行政村の割合が小さくなっていたことが分

かる。

5 頑健性の確認

先行研究では民族多様性の影響を分析するにあたって、断片化指数とならんでしばしば

分極化指数を用いている。そこで頑健性を確認するために、ここでは民族多様性指標に分

(10) 列 (4)と列 (5)の比較からは、民族多様性指標と教育水準との間に正の相関関係があることがうかがえる。
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極化指数を用いた場合の推計結果を確認したい。

まず、分極化指数は次のようにあらわされる。

分極化指数 = 1 − ΣN
i=1

(
0.5−Si

0.5

)2
Si

ここで Si はある地域における民族 i のシェアを示している。式からは、この分極化指数

は、割合でみて同規模の民族が二つ存在する場合に最大値 1をとる一方で、一つの民族し

か存在しない場合は最小値 0を、また、同程度のシェアを占める民族が多数存在するほど

0に近づいていくことが分かる。このことは、断片化指数との関係を図にあらわすと逆 U

字の関係が描かれることからも確認できる（図 2）。

次に、断片化指数の分析同様、分極化指数を用いた場合の推計結果を確認してみると、

表 3の通りである。地方分権ダミーと分極化指数との交差項の係数をみると、すべて統計

的に有意な負の値となっていることが分かる。また、係数の値も表 2 と比較して大きな違

いがないことが分かる。

おわりに

本稿では、中央集権的な開発独裁政権の崩壊と民主化に伴い、地方分権が導入されたイ

ンドネシアを事例として、民族多様性の違いがインフラ整備状況に与えた影響を探った。

具体的には、行政村の間を連絡する主要道路のアスファルト舗装率に注目し、1993年か

ら 2011年までの地方自治体水準のパネルデータをもとに、初期時点の民族多様性の違い

がもたらした影響を分析した。これまでの暫定的な分析結果によれば、地方分権制度が実

施される以前から民族が多様であった地域ほど、財政権限が地方自治体に委譲された後に

はアスファルト舗装率の水準が相対的に低くなっていることが確認された。

では、もし本稿での分析結果が示すように、民族多様性がインフラ整備に負の影響を与

えたとするならば、地域間での都市化の進展にも負の影響がみられたのだろうか。都市圏

人口については 1990年代にさかのぼって確認することが困難であること、また、県市水

準では都市圏人口がゼロとなるケースが多発することが予想されることなどから、ここで

はインドネシア統計庁が採用している都市の定義を用いて、都市人口割合との関係につい

て簡単に確認しておきたい(11)。

表 4および表 5が、都市人口割合を被説明変数に用いて、前節と同じ分析枠組みで推計

した結果である。民族多様性と地方分権ダミーとの交差項の係数が統計的に有意な負の値

(11) インドネシア統計庁が算出している都市人口割合については第 1章を参照のこと。また、用いたデータ
は付録を参照。
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となっていることから、民族多様性が高い地域ほど、地方分権導入後は都市人口割合の水

準が相対的に低くなっていることが分かる。ここからはインフラ整備の相対的な遅れが都

市人口割合の伸び悩みにつながった可能性が示唆されるが、メカニズムの確認も含めて、

より詳細な分析については次年度の課題としておきたい。

付録

第 1章でみたように、インドネシア統計庁は、人口密度や農業従事世帯割合、公共施設

等へのアクセスのしやすさという 3つの側面からの評価を通じて、行政村単位で都市か農

村なのかを区分している。本稿ではこの行政村ごとの都市・農村の区分をもとに地域ごと

の都市人口割合を計算している。ただし、第 1章でも触れたように、1999年以前には統

計庁の都市の定義が異なる。そこで、1993年から 1999年にかけての都市人口割合につい

ては、Podesに含まれている情報を用いて、2000年以降の定義にあわせて行政村ごとに

都市ないしは農村に区分しなおした上で、地域別の都市人口割合を計算している。こうし

て計算された都市人口割合の平均値は 0.294、標準偏差は 0.313であった（最小値 0、最

大値 1、サンプルサイズ 3,458）。また、民族多様性や教育年数、年齢などの情報は表 1 と

同じである。
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図 1 アスファルト整備状況の推移（1999年＝ 100）

出所）筆者作成。
注）民族多様性の低い（高い）グループは、民族多様性指標の値が 0.5を下回る（上回る）地域から構成されて
いる。なお、民族多様性指標には断片化指数（Fractionalization Index）を用いている。
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図 2 分極化指数と断片化指数との関係（2000年）

出所）筆者作成。
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表 1 基本統計量

mean sd min max N

Share of Asphalt Roads 0.606 0.290 0 1 3458

Ethnic Diversity Index (as of 2000 Population Census)

Fractionalization Index 0.399 0.289 0.004 0.938 495

Polarization Index 0.463 0.274 0.008 0.976 495

Average Education 6.2 1.8 0.5 11.4 3155

Average Age 36.5 2.6 28.7 47.0 3155

出所）筆者計算。
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